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Abstract :
The present study aimed to clarify the activities carried out to prevent the isolation of 
elderly persons and to promote cooperation with residents’ associations and other 
organizations, as well as the methods of strengthening measures towards the prevention of 
isolation in municipal housing.
A questionnaire was administered to chairmen of residents’ associations at six municipal 
housing institutions. In housing complexes with a high proportion of elderly residents, salon 
activities, in which elderly residents gathered and engaged in social interaction, and safety 
check activities were performed. Many chairmen observed that it is impossible for residents’ 
associations alone to tackle the problem of the isolation of residents; nevertheless, the 
chairmen felt that it was necessary to provide support to elderly people. A few chairmen felt 
that the housing complex should cooperate with other organizations in order to develop 
activities to prevent the isolation of elderly people.
In order to develop measures towards the prevention of isolation among elderly people, it is 
necessary to establish an institutional framework supporting residents’ activities, as well as 
organizations that support cooperation between institutions.
キーワード：孤立予防、都営住宅、高齢者、自治会、連携
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１．はじめに
近年、公営住宅における孤独死の発生が頻発
している。公営住宅は、国及び地方公共団体に
より国民への住宅保障の一環として1951年の
公営住宅法を基に整備が進められたもので、日
本における借家の約13％を占める（1）とされて
いる。公営住宅は，現在，低所得者、高齢者、
障害者、外国人などの社会的弱者と呼ばれる人
の福祉目的としての性格を強めているとの指摘
もあり（1）、単身者の増加やコミュニティのつな
がりの希薄化が進んでいる。
都営住宅においては、世帯主が65歳以上の
世帯数が1997年には36.7％であったものから
2005年には51.1％に増加している（2）。また都営
住宅では単身高齢者の割合が他の住宅形態に比
べて高いことが指摘されている（3）。これまでの
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研究で、都営住宅層では同居子がいる確率が低
いと述べたもの（4）や公社分譲住宅に比べ都営
住宅の単身高齢者は子どもとのつながりが希薄
であったとするもの（5）があり、入居者の高齢化
や単身高齢者の転入、そして所得制限の強化に
より所得のある子どもとの同居がますます困難
になっているという現状により、高齢者世帯や
単身高齢者世帯の増加が予測される。
また、東日本大震災による避難者の受け入れ
も行われている団地があることから、都営住宅
においては共助や公助の強化が求められてい
る。都営住宅を管理している東京都や東京都住
宅供給公社においても、都営住宅において入居
者の高齢化に伴いコミュニティバランスが低下
しているとして、可能な限り様々な世帯が共生
するミックストコミュニティの形成の配慮をす
るとしたり（6）、都営住宅コミュニティ活動活性
化モデル事業（7）を開始しコミュニティにおけ
る住民相互の支えあいの強化に着目しつつある
ものの、住宅の管理や建て替えの実施等が業務
の中心であり、各団地で行われている取り組み
まではあまり把握されていない。
団地内のコミュニティ形成に関しては、公営
住宅において相互扶助的関係を育むことが難し
い居住世帯構成になっているとの指摘もあ 
り（8）、自治会の運営も難しいところが出てきて
いる。そのため、都営住宅においては行政や社
会福祉協議会のほかに、「新たな支え合い」（共
助）とされる他団体との連携を通して、住民を
つなぐ活動を展開していくことが必要になって
くると考えられる。しかし、これまで実際に都
営住宅において行われている高齢者の孤立予防
のための取り組みや、他の組織との連携の現状
については事例として紹介されることはあるも
のの、その傾向に触れるまでの研究には至って
いないのが現状である。
そこで本研究では、都営住宅において行われ
ている高齢者の孤立予防を視野に入れた取り組
みと自治会と他の組織との連携の現状と課題に
ついて明らかにし、都営住宅における孤立予防
に向けた取り組みを強化する方策を検討するこ
とを目的とする。
２．方法
（１）　対象者と調査方法
対象者は、都営住宅の自治会長６人（うち１
人は副会長）である。対象者の選定は、事前に
東京都都市整備局都営住宅経営部指導管理課と
東京都住宅供給公社公営住宅管理部都営管理課
（以下、公社）に対して可能な調査方法について
相談と確認を行ったうえで、公社に20程度の
都営住宅の自治会長の紹介を依頼した。公社へ
の依頼文には、結果の公表において団地名は特
定されないようにすること、調査の過程で得た
個人情報についてはプライバシーの保護を遵守
することを明記した。
公社へは選定してもらう都営住宅について、
建て替えの有無を通した比較検討を視野に入れ
て、建て替えを５年以内に行う予定がない団地
と建て替えを既に行った団地を両方含めてもら
うように依頼した。その後、公社の担当者が該
当する都営住宅の自治会長に連絡を入れ、本調
査の紹介文書を送ってもいいとの回答を得た自
治会長20人に本調査に関する文書が郵送され
た。その文書には、筆者の連絡先が記載され、
質問紙調査に協力してもいいとする自治会長に
は筆者に連絡をいれてもらうことになった。
その結果、６人の自治会長から連絡があり、
連絡を受けた際に筆者から調査の趣旨や方法、
団地名は特定されないことを改めて説明し、調
査協力の承諾を得た。またその際に、自治会長
の氏名、団地名、住所、連絡先の情報を得た。
連絡を受けた自治会長が居住する都営住宅の所
在地はすべて市部であった。
調査は、郵送法による自記式質問紙調査によ
り行った。調査期間は2012年２月10日から
2012年２月27日までである。結果、６人のすべ
ての自治会長から回答を得た。
（２）　調査内容
調査項目は、対象者の性別、年代、自治会長
としての在任期間、仕事の有無、団地の竣工年、
棟数、建て替えの状況、世帯数、高齢化率、孤
独死の有無、住民間の交流の状況と他者への関
心の状況、自治会の抱えている課題、団地内の
住民に対して必要であると考える取り組み、サ
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ロン活動や見守り活動等の有無や実施主体、実
施に至った経緯、高齢者の孤立予防や住民の交
流を促すための取り組みに他の組織との連携や
支援を望むかの意向とその理由である。
３．結果
（１）　団地の概要と自治会活動の課題
対象者の性別は５人が男性（Ａ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，
Ｆ）、１人が女性（Ｂ）であった。年齢は、Ｃ団
地とＥ団地が50歳代、Ｄ団地とＦ団地が60歳
代、Ａ団地が30歳代、Ｂ団地が70歳代であっ
た。仕事をしていると回答した自治会長は５人
であった（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）。自治会長をし
ていることに対しての精神的な負担について
「少し感じる」と回答した人は５人（Ａ，Ｂ，Ｃ，
Ｄ，Ｅ）、「あまり感じない」と回答した人が１
人（Ｆ）だった。自治会長の任期はＢ団地が１
～２年であり、他の団地はすべて１年であっ
た。
高度経済成長期に建てられた団地はＡ団地と
Ｄ団地の２つで、Ａ団地は建て替え中、Ｄ団地
は平成10年に建て替えが行われていた。その
他の４つの団地は、昭和61年から平成10年ま
でに竣工しており、建て替えは行われていなか
った。自治会の範囲の棟数は３棟から12棟で
あり、世帯数は100世帯から978世帯であった。
また、自治会長をしている範囲の棟におけるお
およその高齢者数（65歳以上）と高齢化率を尋
ねたところ、未回答だったＣ団地、１棟分のみ
の回答だったＤ団地を除いた４団地のうち、Ｅ
団地を除く３団地において全国平均より高齢化
率が高い傾向にあることがわかった（表１）。
現在団地内に孤立している（家族や友人、近
隣所とのつきあいがないと思われる）高齢者が
いるか尋ねたところ、「いる」と回答した人は２
人（Ｂ，Ｄ）、「いない」と回答した人は１人
（Ａ）、「わからない」と回答した人は３人（Ｃ，
Ｅ，Ｆ）であった。ここ数年の間に、団地内で
孤独死（一人暮らしで誰にも看取られずに亡く
なり、死後発見されることと説明）した人がい
たか尋ねたところ、「あり」と回答した人は４人
（Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）であった。現在の団地の住民
間の交流の状態は全体的にどのようなものであ
ると感じているか尋ねたところ、「あまり行わ
れていない」と回答した人は３人（Ｄ，Ｅ，Ｆ）、
「まあまあ行われている」が２人（Ａ，Ｂ）、「ど
ちらともいえない」が１人（Ｃ）であった。住
民の団地内に居住する他者（主に近隣所）への
関心は全体的にどのようなものであると感じて
いるか尋ねたところ、「低い」と回答した人が３
人（Ｃ，Ｄ，Ｅ）、「あまり高くない」が２人
（Ａ，Ｆ）、「まあまあ高い」が１人（Ｂ）であっ
た。
自治会活動を行う上での困っていることや課
題を尋ねたところ、６人すべての自治会長が
「自治会役員のなり手がいない」と回答した。次
表１　団地の概要
自治会長
（対象者） 竣工年
建て替えの
状況
自治会の世帯
数と棟数
おおよその高齢者数と
高齢化率
Ａ団地 30 代男性 昭和 43 年 建て替え中 480 世帯12 棟
約 470 人
約 33％
Ｂ団地 70 代女性 平成３年、平成５年 なし
140 世帯
９棟
─
５割超え
Ｃ団地 50 代男性 平成 10 年 なし 315 世帯６棟
─
─
Ｄ団地 60 代男性（副会長） 昭和 39 年
平成 10 年に
建て替え
978 世帯
９棟
─
５割超え（対象者が居住し
ている１棟分のみの回答）
Ｅ団地 50 代男性 平成８年 なし 105 世帯３棟
約 40 人
約 11％
Ｆ団地 60 代男性 昭和 61 年 なし 100 世帯４棟
約 70 人
約 35％
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いで、「新しい取り組みを始めたいが団地内で
理解を得ることが難しい」５人（Ａ，Ｂ，Ｃ，
Ｅ，Ｆ）、「若い人がいない」４人（Ａ，Ｃ，Ｄ，
Ｆ）、「会費の徴収が難しい人がいる」２人（Ｄ，
Ｅ）であった。「その他」の内容は、自治会活動
への住民の参加が少ないというものであった
（図１）。
団地の住民に対して必要であると考える取り
組みを尋ねたところ、「一人暮らしなど見守り
が必要な高齢者への支援」が最も多く５人（Ａ，
Ｂ，Ｄ，Ｅ，Ｆ）、次いで「防災活動」４人（Ａ，
Ｂ，Ｄ，Ｅ）、「子どもを育てている親への育児
支援」３人（Ａ，Ｅ，Ｆ）、「障害のある人への
支援」３人（Ｄ，Ｅ，Ｆ）であり、高齢者への
支援に必要性を感じている自治会長が多かっ
た。
（２）　団地内の高齢者の孤立予防のための取り
組みと、自治会の取り組みの状況
団地内でサロン活動が行われていると回答し
た人は６人中４人（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）であり、
実施主体は住民有志（Ａ）、自治会長個人（Ｂ）、
老人会（Ｃ）、ボランティア団体（Ｄ）により行
われていた。開催の頻度は不定期から月に２、
３回程度までであった。実施に至った経緯で
は、団地の建て替えにより高齢者の引きこもり
を懸念した住民が立ち上げたというケースなど
がみられた（Ａ）。
高齢者を対象とした戸別訪問などを通した安
否確認や見守り活動が行われているかでは、活
動が行われていると回答した人は４人（Ａ，Ｂ，
Ｄ，Ｆ）であった。実施主体は、民生委員や社
会福祉協議会、行政、老人会、自治会長個人な
どであった。その他の取り組みとして、Ｃ団地
においては、孤独死対策に取り組んでいる団地
の自治会長の講演会の実施をきっかけとして、
地域のコミュニティづくりを目的に、地域包括
支援センターが中心となり有志でチームを立ち
上げたという事例がみられた。
自治会が組織としてサロンや見守り活動など
の高齢者の孤立予防のための活動を行っている
事例は確認されなかったが、側面的な支援とし
てサロンを開催する住民に団地内の集会所を無
料で提供するなどの協力を行っていた。自治会
が考える取り組みの現状と課題として、「役員
の任期が１年のため継続した取り組みができな
い」、「自治会では、活動に対する認識が低く、
人手が圧倒的に少ない」という回答がみられた
（表２）。
自治会役員のなり手がいない
若い人がいない
会費の徴収が難しい人がいる
財政面の不足
行政等の情報が入りにくい
その他
0 1
6（A, B, C, D, E, F）
5（A, B, C,E, F）
4（A, C, D, F）
2（D, E）
1（B）
1（A）
1（B）
2 3 4 5 6
新しい取り組みを始めたいが、団地内で
理解を得ることが難しい
図１　自治会活動の課題
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（３）　自治会の他の組織との連携や支援を受け
ることへの意向
今後、高齢者の孤立予防や住民の交流を促す
ための取り組みとして、他の組織との連携や支
援を望むか尋ねたところ、「望む」と回答した人
は１人（Ｃ）、「望まない」と回答した人が５人
（Ａ，Ｂ，Ｄ，Ｅ，Ｆ）であった。この５人のう
ち、Ａ団地では「地域包括支援センターの協力
で行うつもり」と回答しており、地域包括支援
センターのバックアップが前提としてあるため
「望まない」と回答したと考えられた。連携や支
援を望むと回答したＣ団地の理由としては、
「自治会だけでは人手が足りないから」「取り組
み方法について、専門団体から知識やノウハウ
を得たいから」「取り組みを継続させるには自
治会だけでは難しく、専門団体の支援が必要で
ある」「プライバシーの問題があるが、高齢者の
データがないとどんな活動が効果的なのか分か
らないから」という回答が得られた（表３）。
一方、連携や支援を望まないと回答した自治
会長にその理由を尋ねたところ、「住民内で支
えあいができているので必要ない」（Ａ，Ｂ）、
「住民からの理解が得られそうにない」（Ｂ，
Ｅ）、「予算の余裕がない」（Ｂ，Ｅ）がそれぞれ
表２　高齢者の孤立予防のための取り組みと、自治会の取り組みに関する課題
サロン活動
（活動の頻度）
安否確認・見守
り活動（頻度） その他の活動 実施に至った経緯など
自治会の取り組みの状況
と課題
Ａ団地 住民が実施（月１回）
民生委員、行政、
社協が実施。 ─
〈サロンについて〉
団地の建て替えにあた
り、新しい所に移った
高齢者が引きこもり傾
向になっていることを
きっかけに、住民でサ
ロンをつくることに
なった。
・ （サロン活動に関して）
自治会としては住民に
任せ、集会所を無料で
提供し、いつでも使え
るように心がけてい
る。
Ｂ団地
自治会長が個
人で実施
（月２～３回）
自治会長が声か
けをしている。 ─ ─
・ サロン活動については、
助成金について行政と
も話し合ってきたが、
書類の作成が大変なた
めもらっていない。参
加者から１回 100 円を
集めて行っている。
Ｃ団地
老人会が食事
会を実施
（月２回）
なし
孤独死対策につ
いて、先進的な
取り組みを行っ
ている団地の自
治会長による講
演会を実施。
〈孤独死対策の講演会
に関して〉
講演会の実施をきっか
けに有志が集まり、地
域包括支援センターを
中心に、「地域のコミュ
ニティを図る」ことを
目的にチームを立ち上
げた。
・ 自治会では、活動に対
する認識が低く、人手
が圧倒的に少ない。
・ 任期が１年のため継続
できない。
・ 孤独死対策のチームと
しては、発足したばか
りのため資金をどのよ
うにして工面するかが
課題。
Ｄ団地
ボランティア
団体が実施
（不定期）
民生委員が実
施。 ─ ─ ─
Ｅ団地 なし なし ─ ─ ─
Ｆ団地 なし
老人会（入会者
月１回）、社協
が実施。
（介護保険によ
る施設利用）
〈見守り活動について〉
自治会では対応できな
いので、６年前に老人
会を結成して行ってい
る。
・ 老人会に入会していて
も、行事に参加しない
会員が半数いる。
・ 自治会役員の任期は１
年なので、継続した取
り組みはできない。
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２人であった。その他に「他団体との連携が大
変そうである」（Ｂ）、「自治会長である自分自身
に、新たな企画を考える余裕がない」（Ｄ）、「相
談したいが、どこに相談したらいいのかわから
ない」（Ｄ）、「役員の任期が１年であり、他団体
との交流は難しい」（Ｆ）とする回答があった
（表４）。
４．考察
（１）　団地の現状と自治会の課題
対象団地においては、高齢化率が全国平均に
比べ高くなっている団地が多く、都営住宅の高
齢化率が高い傾向にあるという報告（9）を支持
する結果となった。また、６団地中４団地で孤
独死が発生していると回答があり、多くの団地
で発生していることが見受けられたが、その一
方で孤立している高齢者がいるかどうか「分か
らない」と回答する自治会長が半数おり、団地
内の住民の状況を自治会長が把握しきれていな
い現状にあることが明らかになった。自治会長
の任期は１年であるところがほとんどであり、
役員を輪番制で行うなどの工夫を行うことによ
り、個人の精神的な負担の軽減が図られ、また
多くの住民が自治会活動に関われることが評価
できる一方で、自治会として継続した取り組み
が行いづらい、団地としての住民の情報把握が
蓄積されず不透明なまま進んでしまっていると
いう側面も見受けられた。
都営住宅では、入居者はすべて自治会に入る
ことになっており、自治会がコミュニティの基
礎となる組織となっている。しかし、多くの研
究者が指摘しているように（10, 11, 12, 13）、本研究で
も自治会活動の課題として「自治会役員のなり
手がいない」ことをすべての団地が回答し、４
団地においては「若い人がいない」ことも課題
にあげていることから、伊藤の研究（10）にもあ
るように、団地内では高齢化により自治会活動
の幅に限界が生じている現状があることが考え
られた。
また、「新しい取り組みを始めたいが、団地内
で理解を得ることが難しい」という回答が６団
地中５団地であった。団地の住民に対して必要
であると考える取り組みとして「一人暮らしな
ど見守りが必要な高齢者への支援」を多くの団
地であげていたが、実際に自治会として新たな
取り組みを始めるには住民の理解と合意が必要
であり、特に自治会長の回答にあった「住民の
自治会活動に対する認識が低い」現状にある団
地では、なかなか自治会が団地の福祉課題解決
に向けた取り組みを行うには難しい現状にある
表３　連携や支援を望む理由
Ｃ団地 ・自治会だけで行うには、人手が足りないから。
・取り組み方法について、専門団体から知識やノウハウを得たいから。
・ 取り組みを継続させるには自治会だけでは難しく、専門団体の支援が
必要であるから。
・ プライバシーの問題があるが、高齢者のデータが無いとどんな活動が
効果的かわからないから。
表４　連携や支援を望まない理由　　　　　　　　　人数（団地）
住民からの理解が得られそうにない ２（Ｂ，Ｅ）
住民内で支えあいができているので必要ない ２（Ａ，Ｂ）
予算の余裕がない ２（Ｂ，Ｅ）
他団体との連携が大変そうである １（Ｂ）
自治会長である自分自身に、新たな企画を考える余裕がない １（Ｄ）
相談したいがどこに相談したらいいのかわからない １（Ｄ）
役員の任期が 1 年であり、他団体との交流等は難しい １（Ｆ）
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ことが考えられた。
（２）　団地で行われている高齢者の孤立予防に
向けた取り組み
本調査では、建て替えが行われた２団地を含
む４団地でサロン活動が行われていた。Ａ団地
では建て替えにより、新しく入居した高齢者に
引きこもりがみられたことから住民がサロンを
つくったという経過があり、建て替えによって
新しくコミュニティを形成する必要がある時期
に、住民のつながりづくりや社会参加の機会を
つくることを目的としたサロンが開設されると
いう一つの傾向があることが確認された。サロ
ンの運営は、住民（うちＤ団地では住民による
ボランティア組織の形成）、老人会、自治会長個
人といった団地内のインフォーマルな人材資源
により行われていた。
一方、安否確認や見守り活動については、民
生委員と回答したところが２団地、行政や社会
福祉協議会と回答したところが２団地、老人会
と回答したところが１団地であり、サロンが主
に団地内の人材資源により展開されていたのに
対して、見守り活動はフォーマルな社会資源に
よって行われている傾向にあった。また、基本
的に民生委員は担当地域の高齢者の見守り活動
を行うことになっているが、本調査においては
２団地の自治会長のみしか民生委員の見守り活
動を表記していなかったことから、個人情報保
護法などを背景として、民生委員と自治会役員
との情報共有があまり行われていない団地があ
ることも考えられた。
Ｃ団地においては、孤独死対策についての講
演を実施したことをきっかけに、地域包括支援
センターを中心としたコミュニティ構築を目的
としたチームが立ち上がっており、自治会とい
う枠を超えて、住民有志と関係機関との横の連
携をつなぐ新しい取り組みが始まりつつあっ
た。
このように、６団地のうち５団地において、
サロン活動あるいは安否確認・見守り活動の実
施が確認された。そしてその活動が行われてい
る団地は高齢化率が高い傾向にあり、特にサロ
ン活動に関しては、その多くが高齢者を支える
活動の必要性を認識した住民の自主的な取り組
みによって展開されていた。自治会としては、
集会所をサロンの開催場所として無料で提供す
るなどして、主体性をもつ住民の活動をバック
アップする役割を果たしている傾向がみられ
た。団地内の高齢者の孤立予防のための取り組
みとしては、このような住民の自発的な取り組
みを有効に機能させていくことが重要であると
考えられ、問題意識を持つ住民の組織化に行政
や社会福祉協議会などが積極的に関わり、知識
や財政面での支援を行っていくことが必要であ
ると考えられた。
（３）　他の組織との連携や支援の現状と課題
本研究において、多くの自治会長が団地内の
住民に対して必要である取り組みとして「一人
暮らしなど見守りが必要な高齢者への支援」を
あげており、より一層の高齢者への支援体制の
整備を感じている人が多いことがうかがえた
が、実際には「新しい取り組みを始めたいが、
団地内で理解を得ることは難しい」と感じてい
る人が多かった。この背景には、団地の住民間
の交流が「あまり行われていない」と回答した
人が半数、住民の団地内に居住する他者への関
心が「低い」および「あまり高くない」と回答
した人が６団地中５団地であったことから、自
治会として団地の高齢者福祉の課題解決への取
り組みを始めることには、住民間の関係の希薄
化などの要因から住民の合意を得にくいと感じ
ている人が多いと考えられた。
また、一方で、このような背景から自治会だ
けでは取り組みが難しいため、他の組織との連
携や支援を受けることを積極的に行おうと考え
ている自治会長も少なかった。連携や支援を望
まない理由では、他の組織との連携や支援を受
けることについて住民からの理解を得られそう
にないこと、予算の余裕がないこと、役員の任
期が１年であるため他の組織との連携した取り
組みは難しいと考えられるといった自治会体制
からの要因、自治会長自身に新たな企画を考え
る余裕がないこと、相談したいがどこに相談し
たらいいかわからないとする自治会長個人から
の要因、そして他の組織との連携が大変そうで
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あるといった他の組織との連携や事務的手続き
に対する負担感に関する要因があった。自治会
と他の組織との連携など、社会資源間の連携や
協力関係を後押しするコーディネート機能を果
たす組織が国内で確立されれば、地域の社会問
題に対して、より多くの人材の参加を得て解決
への取り組みが促進されると考えられる。
一方で、今後の展開において地域包括支援セ
ンターとの連携あるいは協力を得ていくことを
述べた自治会長が２人いた。そのなかには、高
齢者のデータを得て効果的な取り組みを行いた
いと考えている人もおり、高齢者世帯や単身高
齢者世帯、あるいは支援を必要としている高齢
者が団地内にどのくらいいるのかを把握して自
治会として担えるところは担いたいと考えてい
ることがうかがえた。
また専門団体がもつ知識やノウハウを得られ
るといったことにも期待を寄せていた。伊藤は
自治会組織のネットワーク機能の弱さについて
指摘しており、プラットフォーム的な機能をも
つネットワーク組織との積極的な協力関係を結
んでいくことが１つの有効な選択肢であること
を述べている（10）。政府の「高齢社会対策の基本
的在り方等に関する検討会」がまとめた報告書
によると、地域包括支援センターは地域包括ケ
アシステムの構築のなかで「そこに行けば必要
な情報が得られるワンストップ」しての機能を
もつことが求められており（14）、伊藤の述べるプ
ラットフォーム的な機能をもつ組織としても期
待できる社会資源である。住民や自治会役員が
身近に高齢者問題について相談できる場となる
よう、より地域包括支援センターの存在の周知
と機能強化を図っていく必要がある。
また、本研究の対象団地にはみられなかった
が、都内にはNPO団体などのアソシエーショ
ン型組織が都営住宅で取り組みを展開している
事例もある。その例として、新宿区は協働事業
提案制度により市民活動団体との協働事業を実
施しており、2009年度の事業では団地の建て替
えを一背景として孤独死の発生がみられる都営
住宅において、NPO法人が他の社会資源との
連携を図りつつ、住民を巻き込みながらカフェ
や個別訪問を行うという取り組みのきっかけを
つくっている。このように、特に地縁のないア
ソシエーション型組織が新しい地域において取
り組みを展開させるには、行政との連携により
行政がもつネットワーク機能の活用や住民から
も信頼を得やすくなるという利点があり、地域
に根づいた活動への展開に有効な一方策である
ととらえることができる。
５．結論
本研究の対象団地においては、特に高齢化が
進んでいる団地において、高齢者の孤立予防の
ためのサロン活動や見守り活動が展開されてい
る傾向があった。サロン活動は団地内の住民に
よって、また組織化した見守り活動はフォーマ
ルな社会資源により行われているところが多か
った。そして、役員のなり手がいないことを課
題にあげている自治会が多く、見守りが必要な
高齢者への支援が必要であると感じているもの
の、自治会としては取り組めない現状にあると
考えている自治会長が多かった。他の組織と連
携したり支援を受けて団地内で取り組みを展開
しようと考えている自治会長も少なく、その要
因としては自治会体制や自治会長個人の状況、
連携方法のあり方に関する側面があった。地域
包括支援センターとの連携を有意にとらえてい
る人もおり、今後地域包括支援センターのより
進んだ周知や地域に果たす機能強化が求められ
る。
都営住宅において、高齢者の孤立予防に向け
た取り組みを展開させていくためには、住民の
自発的な取り組みを保障していく体制整備と、
公共私の垣根を越えた社会資源の連携や協力関
係を後押しするコーディネート機能を果たす組
織の確立、アソシエーション型組織が取り組み
を展開していくにあたっての行政の支援のあり
方の検討が求められる。
６．本研究の課題
本研究の課題として、対象団地が少なかった
ため、都営住宅の高齢者の孤立予防の取り組み
について本研究結果を一般化することはできな
いことがあげられる。自治会に焦点をあて調査
を行ったが、団地に関わる取り組みの全体像を
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とらえるには限界があったことも否めない。ま
た、団地の現状について、住民の交流の状況な
ど自治会長の主観的な回答を基にしてとらえた
部分も多く、より客観性のある成果を出してい
くことも課題として残る。今後、より対象団地
を増やす方法の検討や住民への質問紙調査など
を通した客観性を高めた方法の工夫、対象数を
増やしたなかで孤立予防の取り組みに至るまで
の経緯の類型化、他の住宅形態との比較などを
通して、都営住宅における高齢者の孤立予防に
向けた取り組みを進展させていく方策について
検討することが必要である。
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